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葛藤が生じることが明らかになった。その場で葛藤を
処理できない場合でも、振り返りのプロセスで後に言
語化することで気付きに繋がるため、葛藤が生じるこ
と自体が、人間としての成長や学習に繋がることが予
測された。
　第四について、自分流の描き方と他者へ配慮する描
き方が混在すること、特にスペースを作る配慮が必要
になること、絵を完成させることで満足、目標達成感
を抱くことが「合同風景構成法」の特徴として明らか
になった。
　よって、「合同風景構成法」は、集団療法としての
療法的因子や葛藤の出現により、自己洞察の促進、自
己理解、他者理解が得られる療法であることが示され、
人間的成長や学習効果に繋がることが本研究により示
唆された。
自閉スペクトラム症者の養育に対する
父親の態度形成要因
－父親の養育体験を基に－
高屋敷大助
１．研究の目的
　自閉スペクトラム症（Autism Spectrum Disorder:
以下 ASD と標記する）者の家族研究において、養育
の主体として関心が向けられる対象は母親が多い。母
親が肯定的に養育に向き合うことは、父親のサポート
が関連することからも、養育における父親の役割は大
きいと推察される。本研究は、ASD 者を養育する父
親としての子どもへの思い、親としての意識、及び価
値観の変容プロセスの把握を通じて、父親の養育態度
の形成要因を明らかにすることを目的とする。父親の
養育に対する態度形成要因について明らかにすること
は、ASD 者を養育する家族への生活支援に関する知
見に新たなエビデンスをもたらし、今後の家族支援に
ついて有効な示唆が得られると考えられる。
２．研究方法
　研究協力者は、岩手県内に在住する、ASD 者を養
育する父親 7 名を対象とした。調査期間は、2018 年 4
月から 2018 年 6 月に実施し、インタビュー調査の音
声は研究協力者の同意を得て IC レコーダーに録音し
た。データ取集は、インタビューガイドを用いた半構
造化面接を行った。インタビュー内容から、逐語録を
作成し、全体の中から類似する見出しを合わせて命名
し、これをサブカテゴリーとした。さらにサブカテゴ
リーの意味が共通しているものを合わせて、抽象度を
上げてカテゴリーとして表示した。
３．結果と考察
　ASD 者を養育する 7 名の父親を対象に、インタ
ビュー調査を実施した。その結果、ASD 者の養育に
対する父親の態度は、肯定的態度と否定的態度の２側
面から構成されていた。ASD 者の養育に対する父親
の肯定的態度の形成を促すために、支援者は、父親に
合わせたソーシャル・サポートの提供と ASD 者の社
会的な理解の広がりを意識して関わることが重要と考
えられる。同時に、ASD 者の養育に対する父親の否
定的態度の形成要因である、父親の負担感や孤独感を
緩和する働きかけにも目を向ける必要があるとが示唆
された。
相談支援専門員が行う意思決定支援の検討
－インタビューに基づいた質的研究－
立石真司
　本研究の目的は、意思決定支援を実践する立場にあ
る相談支援専門員のインタビューの語りから、相談支
援専門員が行っている意思決定支援の構造を明らかに
し、それらを基に相談支援専門員が行う意思決定支援
の実践や課題について検討し、意思決定支援が現場で
より展開されるにためにどうあるべきかを考察するこ
とである。そのため、現任の相談支援専門員 10 人に
半構造化インタビューを実施し、質的データ分析によ
る検討を行った。
　分析の結果、意思決定支援の考え方として【本人の
意思を具体化するための関わり】【本人の意思決定支
援の戸惑い】【親 / 家族の本人への思い】【支援者のゆ
らぎ】【意思決定支援の多様性と曖昧さ】が確認され
た。意思決定支援を進めていくうえでの難しさは【相
談支援専門員のゆとりのなさ】【本人の意思表出・意
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思形成支援の難しさ】【本人と親 / 家族の思いのズレ】
【関係機関との連携・調整の難しさ】【制度化された相
談支援への危惧】【意思決定支援のなじみの薄さ】が
確認された。
　考察では、相談支援専門員が行っている意思決定支
援の構造について「本人」の意思決定支援に影響を及
ぼすのは「相談支援専門員」だけではなく、「本人」を
取り巻く周囲の環境である「親/家族」「関係機関」「制度・
ガイドライン」からも直接的・間接的に影響を与え合う
構造が示された。さらに、意思決定支援の課題として、
①意思決定支援の考え方やガイドラインが浸透してい
ないこと、②制度化された相談支援が影響しているこ
と、③相談支援専門員の置かれている立場が厳しいこ
との 3 点が示された。これらを踏まえ、意思決定支援
が現場で実践されるためには、支援者だけでなく多く
の人が意思決定支援について正しく理解し、考え方が
浸透していくように、日頃の実践から意識的に取り組
むことが必要であることが示唆された。その周知と仕
組みづくりには、意思決定支援会議を活用し相談支援
専門員一人だけが抱え込むことのないよう、本人を取
り巻く多くの人と本人の思いを共有しながら、チームで
支えていくという実践が必要であることが考察された。
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